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平成３０年２月９日 

在ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

（AG：アジェルプレス通信，ZF：ズィアルル・フィナンチアル紙，NO：ナインオクロック紙） 

主要ニュース 

【内政】●ＰＳＤ（社会民主党）の緊急ＣＥＸ（全国執行委員会）が開催され，トゥドセ首相に対する政治的支

持の取り下げについて投票が行われた。その結果を受けてトゥドセ首相が辞任した。 

●ダンチラ新内閣が発足した。 

【外政】●ヨハニス大統領は，コトロチェニ宮殿において，各国外交団長を前に，念頭の外交方針演説を行った。 

●ヨハニス大統領は，ブリュッセルを訪問し，ユンカー欧州委員会委員長等と会談を行った。 

【経済】●ルーマニア道路インフラ公社（ＣＮＡＩＲ）とアスタルディ-ＩＩＳのＪＶは，ドナウ河ブライラ橋建

設入札に関し，トゥドセ首相立ち会いの下で契約の調印を行った（１５日）。 

●ルーマニア中銀は，政策金利を年率１．７５％から２．００％へ引上げることを決定。中銀貸出金利

を２．７５％から３．００％に引上げ，中銀預入金利は０．７５％から１．００％に引き上げた。 

    ●ルーマニアの２０１７年第三四半期のＧＤＰ成長率は，対前年同期比８．８％（季節調整前），８．６％

（季節調整後）。２０１７年１～９月末は７．０％(季節調整前)，６．９％(季節調整後)。 

    ●１１月の平均給与(グロス)は，３，４３０レイ(約７４５ユーロ)で，対前月比で＋３．１％増加。平

均給与(手取り) は２，４６４レイ (約５３５ユーロ) で，対前月比で７２レイ（＋３．０％）増加。 

【我が国との関係】●安倍総理はバルト三国，ブルガリア，セルビアの訪問に続く欧州歴訪の最終国としてルー

マニアを訪問した。現職の総理大臣としては史上初の訪問となった。 

         ●安倍総理に同行した経済ミッションの代表は，野上官房副長官とスタネスク副首相との拡

大会合に参加した他，同副首相主催のワーキングランチ，ヨハニス大統領主催の夕食会に

出席した。 

 

内政

■トゥドセ首相の辞任 

・４日，バダラウＰＳＤ党首代行は，現在２７人いる

閣僚の数を１６－１７人に削減する希望がＰＳＤの中

にあることに言及。 

・８日，トゥドセ首相は，１月末にヤシで開催される

ＣＥＸで内閣の再編を目指すと述べた。また，バダラ

ウＰＳＤ党首代行は，ＰＳＤのメンバーへのオープン

レターの中でＰＳＤの党内の「集団のリーダーシップ」

を要請した。 

・１０日，未成年に対する性的虐待で警察官が逮捕さ

れた事案と，その後の警察庁長官の罷免と新長官の任

命を巡るトゥドセ首相とダン内務大臣とのやりとりに

関連して，ダン内務相が首相に嘘をついたとして，ト

ゥドセ首相がダン内務相に辞任を迫った。ダン内務相

は党の要請がない限りは辞任を拒否すると述べた。報

道によれば，トゥドセ首相は，他にもボドグ保健相，

ラウファ・ビジネス環境相等を解任させたい意向。ド

ラグネア党首は，モルドバ地方の党幹部との協議のた
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め，国内出張をした。 

・１３日，党内の緊張が高まっているとして，フィレ

ア・ブカレスト市長，プルンブ副党首等のＰＳＤ幹部

が当初予定より２週間前倒しで全国執行委員会（ＣＥ

Ｘ）の招集を求めた。 

・１５日，ＰＳＤ（社会民主党）の全国執行委員会（Ｃ

ＥＸ）が開催され，その後行われたぶら下がり会見に

おいてトゥドセ首相が辞任を表明した。報道によれば，

ＣＥＸではトゥドセ首相に対する政治的支持の取り下

げについて投票が行われ，６０人の賛成に対し，４人

が反対。４人が棄権。これを受けトゥドセ首相が辞任

した。 

 

■ダンチラ内閣の発足 

・１７日，ヨハニス大統領は各党党首等と相次いで協

議を行った。その結果，１６日のＰＳＤの党内協議を

受けてＰＳＤ及びＡＬＤＥ（自由民主主義連盟）から

推薦のあったヴィオリカ・ダンチラ欧州議会議員を新

首相として指名した。ヨハニス大統領は，選挙後のわ

ずか一年間で二つの政府が失敗したと述べ，不安定な

政治が経済に悪い影響をもたらす可能性について指摘

した。また，ＰＳＤにもう一度チャンスを与えるべく

ダンチラ氏を首相に指名することにしたと述べた。 

・ダンチラ新首相は５４歳。テレオルマン県出身。石

油会社エンジニア等を勤める傍ら，テレオルマン県ヴ

ィデレ市議会議員，後に県議会議員等を勤め，２００

９年から欧州議員。 

・２９日，議会による信任（賛成２８２票，反対１３

６票，棄権1票）及び大統領府における宣誓式を経て，

ダンチラ新内閣が発足した。首相を除く２７の閣僚ポ

ストのうち，１６閣僚が新たに任命され，新規ポスト

として戦略的パートナーシップ担当の副首相が設置さ

れた。ドラグネア党首の直接の影響下にあるダンチラ

首相以外の閣僚ポストはＣＥＸ（ＰＳＤ全国執行委員

会）の投票で決定された。 

 

【閣僚一覧】 

首相：ヴィオリカ・ヴァシリカ・ダンチラ(欧州議会議

員） 

副首相兼地域開発相：パウル・スタネスク 

副首相兼環境相：グラツィエラ・ガヴリレスク（ＡＬ

ＤＥ（自由民主主義同盟）副党首，下院議員） 

副首相（無所掌）：ヴィオレル・シュテファン（元財

務大臣）（新） 

副首相（戦略的パートナーシップ担当）：アナ・ビル

チャル（グリンデアーヌ内閣の欧州担当大臣）（新） 

内務相：カルメン・ダン 

外務相：テオドル・メレシュカーヌ（ＡＬＤＥ） 

国防相：ミハイ・フィフォル 

財務相：エウジェン・テオドロヴィッチ（ポンタ内閣

の欧州基金大臣）（新） 

法務相：トゥドレル・トアデル（無所属） 

農業・農村開発相：ペトレ・ダエア 

教育相：ヴァレンティン・ポパ（スチャバ大学学長）

（新） 

労働・社会公正相：オルグッツァ・ヴァシレスク 

経済相：ダヌツ・アンドルシュカ（下院議員）（新） 

エネルギー相：アントン・アントン（下院議員，ＡＬ

ＤＥ）（新） 

運輸相：ルチアン・ショヴァ（前通信・情報社会相）

（新） 

欧州基金担当相：ロヴァナ・プルンブ（元ＥＵ基金相）

（新） 

ビジネス環境・貿易・起業相：シュテファン・ラドゥ・

オプレア（上院議員）（新） 

保健相：ソリナ・ピンテア（新） 

文化・アイデンティティ相：ジョルジェ・イヴァシュ

ク（俳優。新） 

水利・森林相：イオアン・デネシュ 

研究・イノヴェーション相：ニコラエ・ブルネテ（ク

ルージュ工科大学理事長）（新） 

通信相：ボグダン・コジョカル（ヤシ県議会議員，Ｐ

ＳＤヤシ青年部長）（新） 

青年・スポーツ相：ヨワナ・ブラン（下院常務局書記）

（新） 

観光相：ボグダン・トリフ（国立環境保護コミッショ

ナー，シビウＰＳＤ支部長代行）（新） 

在外ルーマニア人相：ナタリア・イントテロ（下院議
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員）（新） 

議会関係相：ヴィオレル・イリエ（ＡＬＤＥ） 

欧州問題担当相：ヴィクトル・ネグレスク 

 

・２９日，ダンチラ首相は議会において新内閣の目標

は２０２０年にＥＵの経済ランキングで上位半分につ

けること，また新内閣は新しい税金は導入しないと述

べた。 

・３０日，ダンチラ首相と同内閣の大臣は，ＳＰＰ（警

備・警護庁）による警護をつけないことを決定。ドラ

グネア党首が，ＳＰＰが大臣のスパイ行為をしている

と主張したことを受けたもの。ドラグネア党首は，特

にパラホントゥＳＰＰ長官を「パラレル不正国家」の

メンバーとして批判している。ダンチラ首相は，ＳＰ

Ｐに代わり治安警備隊（ジャンダルメリア）による警

護を要請した。ＳＰＰは大統領府管轄，ジャンダルメ

リアは内務省管轄。 

 

■司法関連法改正案等を巡る動き 

（背景：昨年１２月末に３件の司法関連法改正法案が，

ヨルダケ元法務大臣を委員長とする議会特別委員会，

および上下両院における緊急審議手続きを経て，可決

された。その後，最高裁及び野党から憲法裁判所に違

憲申請が出され，違憲性が指摘されたこれら３法案が

議会に差し戻された。また，刑法改正案については議

会特別委員会で別途審議予定） 

・２０日，ブカレスト及び主要都市で比較的大規模な

抗議活動が起こった。ブカレストでは，電車やバスで

地方から上京した参加者を含め数万人から６万人程度

が大学広場から議会宮殿まで行進を行った。 

・２４日，ユンカー欧州委員会委員長，ティマーマン

ス第一副委員長は共同で声明を発表し，ルーマニアの

司法に関する最近の動きに対する憂慮を示した。声明

の中で，欧州委員会はルーマニア議会に対し，司法の

独立と，汚職との戦いに逆行しないように警告し，法

案の再考を促した。また，司法関連法案，刑法改正案，

利害の衝突と汚職に関する法律の最終的な修正を徹底

的に見守ると述べた。これに対し，ドラグネア下院議

長とタリチャーヌ上院議長はユンカー欧州委員会委員

長とティマーマンス第一副委員長に対する公開書簡の

中で，法律の改正にあたっては憲法とヴェニス委員会

の助言が常に考慮されてきたと説明した。また欧州委

員会はこれらの法律について正確な情報を得ていない

とも述べた。 

・２９日，ドラグネアＰＳＤ党首は，欧州委員会のル

ーマニア代表部は司法関連法改正案について虚偽の情

報をブリュッセルに送っていると非難した。 

・３０日，憲法裁判所は，裁判官と検察官の身分に関

する法律第３０３号のいくつかの修正条項が憲法違反

の可能性があるとして，議会への差し戻しを要求した。 

 

■ ハンガリー系政党の動き 

・８日，ＵＤＭＲ（ハンガリー人民主同盟），ハンガ

リー市民党（ＰＣＭ），トランシルバニアハンガリー

人民党（ＰＰＭＴ）は，クルージュナポカで，「セー

ケイランド」（ハルギタ県，コヴァスナ県）の自治を

要求する共同の決議を発表し，トランシルバニア地方

のハンガリー系住民の自治の拡大を求めた。これに対

し，ドラグネアＰＳＤ党首，オルバンＰＮＬ（国民自

由党）党首は相次いでコメントを発表し，決議は違憲

であり受けいれられないと述べた。 

・１１日，トゥドセ首相はハンガリー少数民族の自治

についての協議は，統一１００周年の年に不安定さを

もたらす以外の何物でもないと述べ，いかなる形でも

自治について協議をするつもりはないとした。 

・１２日，シーヤールトー・ハンガリー外務大臣は，

ラズルカ・在ハンガリー・ルーマニア大使を召喚し，

トゥドセ首相のコメントの中での表現が欧州的価値に

照らして恥辱的なものだと抗議した。 

 

■マザレ元コンスタンツァ市長のマダガスカル渡航 

・４日，報道によれば，ＰＳＤの幹部の一人のマザレ・

元コンスタンツァ市長は２０１７年末にマダガスカル

に渡航し，マダガスカル政府に政治的理由による亡命

を求めると述べた。マザレ元市長は，汚職の罪で公判

中。ルーマニアとマダガスカルの間に犯罪者の引き渡

し条約がないため，ルーマニア政府はマザレ元市長の

引き渡しは要求できない。 
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外政 

■主な要人往来 

・５日，ヨハニス大統領は，ネタニヤフ・イスラエル

首相と電話会談を行った。 

・８日，ネグレスク欧州問題担当相は，ハーグにおい

て，ザイルストラ・オランダ外相と会談を行った。 

・１０日，メレシュカーヌ外相は，ウリヤノヴスキ・

モルドバ外務兼欧州統合相の就任を受けて，電話での

会談を行った。 

・１１日，メレシュカーヌ外相は，ウクライナを訪問

し，クリムキン・ウクライナ外相と会談した。会談で

は，ウクライナの新教育法に関する協議を開始するこ

とで合意した。 

・１７日，ヨハニス大統領は，ブカレストを訪問した

アルファーノ・イタリア外相と会談を行った。メレシ

ュカーヌ外相は，アルファーノ外相と協議し，両政府

の第３回合同閣議の準備を進めていくことで合意した。 

・１９日，メレシュカーヌ外相は，ブカレストを訪問

した，レンツィ・サンマリノ外務・政務・司法長官と

会談を行った。 

・２２日，メレシュカーヌ外相は，ブリュッセルで開

催されたＥＵ外務理事会に出席した。また，チャプト

ヴィチ・ポーランド外相及びクナイスル・オーストリ

ア外相とそれぞれ会談を行った。 

・２３日，ヨハニス大統領は，コトロチェニ宮殿にお

いて，各国外交団長を対象とした念頭の外交方針演説

を行った（下記【大統領の外交方針演説】参照）。 

・２９－３０日，クレツ地域開発担当欧州委員は，ブ

カレストを訪問し，３０日には，ダンチラ新首相と会

談を行った。 

・３１日，ヨハニス大統領は，ブリュッセルを訪問し，

ユンカー欧州委員会委員長及びトゥスク欧州理事会議

長とそれぞれ会談を行った（下記【ＥＵ関係】参照）。 

・３１日，メレシュカーヌ外相は，ブカレストを訪問

したイゾリア・ジョージア国防相と会談を行った。 

 

■イスラエル・パレスチナ情勢 

・１０日，メレシュカーヌ外相は，駐ルーマニアのア

ラブ諸国大使との会合において，イスラエル・パレス

チナ問題に触れ，二国家の共存という解決に言及した。 

 

■大統領の外交方針演説 

外交の３つの柱は，米国，ＥＵ及びＮＡＴＯ。２０

１９年のＥＵ議長国就任を見据え，「ＥＵの東の柱と

しての役割」を認識。 

 仏，独及びポーランドとの関係に言及。引き続きモ

ルドバ支援を重視。 

 地域協力としての「ブカレスト・フォーマット」及

び「三海域協力」を重視。 

 安倍総理訪問に言及し，日・ルーマニア関係を戦略

的パートナーシップに引き上げていく決定を評価。ま

た，内政の安定等の必要性についても指摘した。 

 

■アフガニスタン情勢 

・２７日，ルーマニア外務省は，カブールで発生し，

多くの死傷者を出したテロ攻撃を，厳しく非難する声

明を発出した。 

 

■ＥＵ関係 

・３１日，ブリュッセルにおいてヨハニス大統領と会

談したユンカー委員長は，ルーマニアにおける司法関

連法改正を巡る動きに言及し，協力・検証メカニズム

やシェンゲン加盟に向けた協議にも影響が出てくるこ

とを示唆した。 

 ヨハニス大統領は，司法関連法や刑法改正をルーマ

ニアにおける主要な問題であると述べると共に，解決

は国内の問題であり，大統領として考えられるあらゆ

る方法で，問題に取り組むことを訴えた。また，ルー

マニアの展望が，極めて親欧州的なものであり，戦略

的目標がＥＵの更なる統合にあると述べた。 

 

■国連関係 

・３１日，ルーマニアは，平和構築委員会の議長国を

引き継いだ（任期１年）。 

 

■軍事・安全保障関係 

・３１日，フィフォル国防相は，ブカレストを訪問し

たイゾリア・ジョージア国防相と会談を行った。 
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経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季

節調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【１１月分統計】 

（１）鉱工業 

 １０月 １１月 

工業生産高  ９．６％ `９．５％ 

工業売上高(名目)  １７．２％ １２．４％ 

工業製品物価指数 ４．０％ ４．４％ 

新規工業受注高(名目)  １９．４％ １７．４％ 

工業売上高（名目）及び新規工業受注高(名目)が減速。 

 

（２）販売 

 １０月 １１月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
１２．９％ １１．７％ 

自動車・バイク売上高 １０．８％ ９．６％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

０．４％ 

EU２８か国 

０．９％ 

ユーロ圏 

２．８％ 

EU２８か国 

２．７％ 

なお，２０１７年１１月の小売業売上高（ユーロス

タット）対前年同月比では，ルーマニア（＋１０．９％）

が最も増加し，次いでポーランド（＋７．６％）及び

マルタ（+７．０％）。 

 

（３）その他 

建設工事 １０月 １１月 

▲１０．３％ ▲３．８％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

１０月 １１月 

€５７億６,１８０万 

(１３．３％) 

€５７億８,５６０万 

(８．９％) 

RON２６４億５,２５０万 

(１６.０％） 

RON２６７億３,２２０万 

(１１．６％） 

輸

入 

€７０億８,６６０万 

（１６．９％） 

€６９億８２０万 

（１１．８％） 

RON３２５億３,４１０万 

（１９．６％） 

RON３１９億１,６４０万 

（１４．６％） 

  

【１月～１１月分統計】 

（１） 鉱工業 

（２）  １０月 １１月 

工業生産高  ８．８％ ８．９％ 

工業売上高(名目)  １１．６％ １１．７％ 

新規工業受注高(名目)  １２．２％ １２．７％ 

 

（２）販売 

 １０月 １１月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
９．２％ ９．４％ 

自動車・バイク売上高 １２．７％ １２．３％ 

 

（３）その他 

建設工事  １０月 １１月 

▲８．４％ ▲８．０％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

１０月 １１月 

€５２３億６,０００万 

(９．６％) 

€５８１億４,６８０万 

(９．５％) 

RON２,３８５億２,０００万 

(１１．３％） 

RON２,６５２億５,７９０万 

(１１．４％） 

輸

入 

€６２５億６，６８０万 

（１２．４％） 

€６９４億９,１２０万 

（１２．３％） 

RON２,８５０億４,８８０万 

（１４．１％） 

RON３,１７０億３,９７０万 

（１４．２％） 

貿

易

収

支 

▲€１０２億６８０万 

（▲€２２億９,７８０万） 

▲€１１３億４,４４０万 

（▲€２５億６,９９０万） 

▲RON４６５億２,８８０万 

（▲RON１１０億７,６３０万） 

▲RON５１７億８,１８０万 

（▲RON１２４億３,０４０

万） 
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 【１２月分統計】 

・消費者物価指数  

 １１月 １２月 

全体 ３．２３％ ３．３２％ 

食料品価格 ３．８８％ ４．０７％ 

非食料品価格 ４．１２％ ４．１１％ 

サービス価格 ０．１０％ ０．２２％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．５％ 

EU２８か国 

１．８％ 

ユーロ圏 

１．４％ 

EU２８か国 

１．７％ 

２０１７年１２月の消費者物価指数（ユーロスタッ

ト）対前年同月比では，キプロス（▲０．４％），アイ

ルランド及びフィンランド（０．５％）及びデンマー

ク（０．８％）が最も低い。 

 

【その他統計】 

・１２日，ルーマニアの２０１７年第三四半期のＧＤ

Ｐ成長率は，対前年同期比８．８％（季節調整前），８．

６％（季節調整後）。２０１７年１～９月末は７．０％

(季節調整前)，６．９％(季節調整後)。２０１７年第

三四半期のＧＤＰ成長率は，対前期比２．６％（季節

調整後）であった。(ＩＮＳ) 

 

■産業界の動向 

・１日，フランス自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）に

よると，２０１７年１２月におけるフランスでのダチ

ア新規登録台数は１０，９６０台になり，対前年同月

比で＋１２．２％増加した。フランスでのダチアのマ

ーケット・シェアは５．６７％であり，前年同期から

０．６４％ポイント増加した。フランスの自動車市場

全体は－０．５％減少した。１月～１２月にかけては，

ダチア新規登録台数は１１万７，８６５台になり，対

前年同期比で＋６．６％増加した。フランスの自動車

市場全体は＋４．７％増加した。１～１２月末までダ

チアのマーケット・シェアは５．５８％であり，前年

同期から０．１０％ポイント増加した。 

・５日，イギリス自動車製造販売協会（ＳＭＭＴ）に

よると，１２月におけるイギリスでのダチア新規登録

台数は９８３台になり，前年同月の１，８９１台と比

較して－４８．０２％減少した。１～１２月のイギリ

スでのダチア新規登録台数は２万５，１４９台になり，

前年同期の２万６，４９９台と比べて－５．０９％減

少した。１～１２月におけるイギリスでのダチアのマ

ーケット・シェアは０．９９％であり，前年同期の０．

９８％から０．０１％ポイント増加した。 

・１０日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（Ｄ

ＲＰＣＩＶ）によると，１２月の新車登録台数は１１，

２３８台に達し，対前年同月比で－１０．８０％減少

した。 

・１７日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）によると，

１２月におけるヨーロッパでのダチア自動車新規登録

台数は４万８１９台となり，対前年同月比で＋１０．

３％増加した。１～１２月にかけては，ダチア自動車

新規登録台数は４６万３，５４３台となり，対前年同

期比で＋１２．１％増加した 。 

・３０日，ルーマニア自動車生産者輸入業者協会(ＡＰ

ＩＡ)によると，１～１２月の車両販売台数は１５６，

５２７台で，対前年同期比で１０．２％増加した。２

０１７年１～１２月のメーカー別自動車販売は１位が

ダチア(３９，５９６台，市場シェア：３０．４％，対

前年同期比で＋１１．７％)で，次いでVolkswagen(１

３，９６９台，市場シェア：１０．７％，対前年同期

比で＋１６．６％)，Skoda(１１，６３１台，市場シェ

ア：８．９％，対前年同期比で＋１３．３％)，Renault

（１０，３９３台，市場シェア：８．０％，対前年同

期比で＋２４．５％)，Ford（８，１２４台，市場シェ

ア：６．２％，対前年同期比で＋１６．８％），Opel

（５，５４３台，市場シェア：５．０％，対前年同期

比で＋２０．３％）。 

 

■公共政策 

・１５日，ドナウ河ブライラ橋建設の入札に関し，ル

ーマニア道路インフラ公社（ＣＮＡＩＲ）とアスタル

ディ（伊）・ＩＩＳ（日）のＪＶは，トゥドセ首相立ち

会いの下で，契約の調印を行った。 

・１９日，欧州基金省は，２０１８年１月１９日の時

点での欧州基金（２００１４～２０２０年）執行率を
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１０．８６％と発表。(１９日付欧州基金省) 

 

■財政政策 

・２６日，公共財務省は，１２月末のルーマニアの財

政収支は約２４２億６，０７０万レイ，対ＧＤＰ比で

２．８８％の赤字であったと発表。２０１６年１２月

末の財政収支は約１８２億９，４３０万レイ，対ＧＤ

Ｐ比で２．４１％の赤字であった。(公共財務省) 

 

■金融等 

・８日，ルーマニア中央銀行（ＢＮＲ）は，政策金利

を年率１．７５％から２．００％へ引上げることを決

定，９日から実施。中銀貸出金利を２．７５％から３．

００％に引上げ，中銀預入金利は０．７５％がら１．

００％に引き上げた。 

・３日，１１月末の外貨準備高は３３４億９，４００

万ユーロ（１１月末の３３０億６，２００万ユーロか

ら増加；２０１６年１２月の３４２億４，２００万ユ

ーロから減少），金準備高は１０３．７トンで不変。(Ｂ

ＮＲ) 

・１５日，１１月末の経常収支等について次のとおり

発表。 

（１） 経常収支は５５億８，１００万ユーロの赤字。

なお，前年同期には２８億９，６００万ユーロの赤字

であった。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，４３億７，７００

万ユーロ。なお前年同期は３６億５，１００万ユーロ。 

（３）中長期対外債務は，２０１６年末から０．４％

減少し，６９３億５，４００万ユーロ (対外債務全体

の７３．５％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１６年末から７．６％増

加して，２５０億３，９００万ユーロ (対外債務全体

の２６．５％) 。(ＢＮＲ) 

 

■労働・年金問題等 

・２０１７年１２月２９日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）

は，１１月末の失業率は１０月末の失業率から０．０

４％ポイント，２０１６年１１月末の失業率から０．

７５％ポイント低下して，４．００％となったと発表。 

・１２日，１１月の平均給与(グロス)は，３，４３０

レイ(約７４５ユーロ)で，対前月比で＋３．１％増加。

平均給与(手取り) は２，４６４レイ (約５３５ユー

ロ) で，対前月比で７２レイ（＋３．０％）増加。な

お，平均給与(手取り)が最も高かった業種は，プログ

ラミング，コンサルティング及び関連活動分野で６，

１５７レイ（約１，３３８ユーロ)で，最も低かったの

は宿泊・飲食業の１，４０９レイ（約３０６ユーロ)。

(為替レートは４．６０レイ・ユーロ)(ＩＮＳ) 

・１９日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）は，１２月末の

失業率は１１月末の失業率から０．０２％ポイント増

加し，２０１６年１２月末の失業率から０．７５％ポ

イント低下して，４．０２％となったと発表。 

・３１日，ＩＬＯ基準による１２月末の失業率(季節調

整後)は１１月末の４．７％から０．１％ポイント減少

して，４．６％になった。(ＩＮＳ) 

 

■格付（２０１８年２月９日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

    自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

■安倍内閣総理大臣の訪問 

・１６日，安倍総理はバルト三国，ブルガリア，セル

ビアの訪問に続く欧州歴訪の最終国としてルーマニア

を訪問した。現職の総理大臣としては史上初の訪問と

なった。 

・安倍総理は，昭恵夫人とともに，国土交通省の予算

で修復工事を終えた日本庭園及び，農村博物館を訪問

した。その後，大統領府においてヨハニス大統領との

首脳会談及び共同記者発表を行った。また，夕方は国

立歴史博物館を見学した後，夜には，昭恵夫人，野上
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副長官，日本から同行した経済ミッション１８社代表

とともに，大統領府における夕食会に出席した。前日

（１５日）夜にトゥドセ首相が辞任したため，予定さ

れていたトゥドセ首相との首脳会談はキャンセルされ

た。 

・安倍総理に同行した経済ミッションは野上内閣官房

副長官をヘッドとして，スタネスク副首相兼地域開

発・公共政策相と会談した。また，同副首相主催のワ

ーキングランチに出席した。 

 

■ヨハニス大統領との共同記者発表内容 

（ヨハニス大統領発言） 

・日本の総理大臣の初の公式訪問であり，また近代ル

ーマニア成立１００周年という重要な年の訪問に感謝。 

・共通の価値と戦略的な目標の共有，不安定な情勢に

おける安全保障面についての同様の評価，共通の経済

的関心等に鑑み，遠くない将来に二国間関係を戦略的

パートナーシップのレベルに引き上げることを確認し

た。 

・日本企業のさらなる投資の実現，貿易の拡大を期待。 

・シビウ国際演劇祭，日ＥＵ・ＥＰＡ，ＢＲＥＸＩＴ，

黒海地域，北朝鮮問題について意見を交換した。 

（安倍総理発言） 

・３５年ぶりのルーマニア訪問，また１００周年とく

記念すべき年の訪問が実現して嬉しく思う。 

・ルーマニアは地理的要衝に位置し，基本的価値を共

有する重要なパートナー。安全保障の分野で協力を進

めていくことで一致した。 

・北朝鮮への圧力を最大限に高めること，拉致問題の

早期解決で認識を共有した。 

・両国の関係強化の柱は経済。「ブカレスト国際空港

アクセス鉄道計画」の着実な実施の確認。 

・ビザ免除措置を決定した。 

・経済ミッションの訪問を契機に経済をはじめとする

あらゆる分野で関係発展を期待。 

 


